
尼崎市建築計画概要書等の閲覧及び写しの交付に関する条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第９３

条の２の規定による建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０

号）第１１条の４第１項各号に掲げる書類の閲覧の制度の趣旨（以下

「閲覧制度の趣旨」という。）を踏まえ、本市が保有する当該書類

（以下「建築計画概要書等」という。）の閲覧及び写しの交付につい

て必要な事項を定めるものとする。 

（閲覧の申請） 

第２条 建築計画概要書等を閲覧しようとする者は、閲覧しようとする

建築計画概要書等１件ごとに、当該建築計画概要書等に係る一の建築

物その他の工作物（以下「建築物等」という。）を特定するために必

要な事項で規則で定めるものその他規則で定める事項を記載した申請

書を市長に提出しなければならない。 

（閲覧） 

第３条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、次の各

号のいずれにも該当しないと認めるときは、当該申請に係る建築計画

概要書等を当該申請を行った者に閲覧させるものとする。 

⑴  閲覧により知り得た事項を営利事業の用に供するとき（宅地建物

取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第３号に規定する宅

地建物取引業者がその業務上必要な調査をする場合を除く。）。 

⑵  申請に係る一の建築物等が特定されていないとき。 

⑶  前２号に掲げる場合のほか、申請の目的及び内容が閲覧制度の趣

旨に沿わず、又は閲覧させることによって建築基準法第９３条の２

に規定するおそれがあるとき。 

（閲覧の特例） 

第４条 市長は、前条各号のいずれかに該当すると認める場合であって

も、公益上特に必要があると認めるときは、同条の規定にかかわらず、

建築計画概要書等を、別に定めるところによりその閲覧を申請した者

に閲覧させることができる。 

 



（閲覧の方法等） 

第５条 前２条の規定により建築計画概要書等を閲覧させる場合におけ

る閲覧の方法、場所及び日時は、規則で定める。 

（遵守事項） 

第６条 第３条又は第４条の規定により建築計画概要書等を閲覧する者

（以下「閲覧者」という。）は、次の各号に掲げる事項を守らなけれ

ばならない。 

⑴  建築計画概要書等を閲覧場所から持ち出し、又は建築計画概要書

等に加筆し、若しくは建築計画概要書等を汚損し、若しくは破損し

ないこと。 

⑵  写真機その他の機器により建築計画概要書等を撮影し、又は複写

しないこと。 

⑶  他の閲覧者に迷惑を及ぼさないこと。 

⑷  その他本市職員の指示に従うこと。 

（閲覧の停止又は禁止） 

第７条 市長は、閲覧者が前条の規定に違反し、又は違反するおそれが

あると認めるときは、建築計画概要書等の閲覧を停止し、又は禁止す

ることができる。 

（写しの交付の申請） 

第８条 第２条の規定は、建築計画概要書等の写し（建築計画概要書等

に記載すべき事項が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で作られた記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に記録され

ているときは、当該事項を出力することにより作成した書面。以下同

じ。）の交付を受けようとする者について準用する。 

（写しの交付） 

第９条 第３条及び第４条の規定は、建築計画概要書等の写しの交付に

ついて準用する。この場合において、第３条中「前条」とあるのは

「第８条において準用する前条」と、「建築計画概要書等」とあるの

は「建築計画概要書等の写し（建築計画概要書等に記載すべき事項が



第８条に規定する電磁的記録に記録されているときは、当該事項を出

力することにより作成した書面。第１号及び第３号並びに次条におい

て同じ。）（規則で定める事項に係る部分を除く。第１号及び第３号

並びに同条において同じ。）」と、「に閲覧させる」とあるのは「に

交付する」と、同条第１号中「閲覧」とあるのは「建築計画概要書等

の写しの交付を受けたこと」と、同条第３号中「閲覧させる」とある

のは「建築計画概要書等の写しを交付する」と、第４条中「前条各

号」とあるのは「第９条において準用する前条各号」と、「同条」と

あるのは「第９条において準用する前条」と、「建築計画概要書等」

とあるのは「建築計画概要書等の写し」と、「閲覧を」とあるのは

「交付を」と、「閲覧させる」とあるのは「交付する」と読み替える

ものとする。 

（写しの交付に係る手数料） 

第１０条 建築計画概要書等の写しの交付を受けようとする者は、当該

交付の申請の際、申請１件につき３００円の手数料を納付しなければ

ならない。 

２ 既納の手数料は、還付しない。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要

な事項は、規則で定める。 

付 則 

この条例は、平成２１年１０月１５日から施行する。 


